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２．調 査 概 要 





 ２－２. 調査対象  鹿児島県に所在する事業所 250事業所 
 ２－３. 調査時期  平成 24年 8月 24日～9月 28日 
 ２－４. 調査方法  質問紙による郵送方式 
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が 1位(39.5%)であり、H18調査時 1位であった｢50名－99名(31.6%)｣の企業は、H24調査では 
2位(15.8%)となっている。また、H18調査で正社員数が 150名以下の企業の割合は 67.6％であっ
たが、H24調査では 59.2％であり、最大は 3,278名(製造業)であった。[表 2]  
 H24 調査の契約社員・パートの雇用者数は、｢10 名－49 名の企業(26.8%)｣｢1 名－9 名の企業
(23.2%)｣である。1,000名以上雇用している企業も 3社あり、その業種は、製造業、卸売･小売業、
飲食･宿泊業である。また、非正規雇用の最大社員数は、1,963名(卸売･小売業)である。[表 3] 
[表 1] 回答事業所の業種別内訳 
昭和62年 平成6年 平成10年 平成18年 平成24年
  1．農林水産業 － － － － 2
　2．鉱業 0 0 0 0 0
　3．建設業 8 2 5 14 9
　4．製造業 29 37 23 23 12
　5．電気・ガス・熱供給・水道業 1 3 3 3 1
　6．情報通信業 － － － － 7
　7．運輸業 － － － － 3
　　（運輸・通信業：平成18年調査） 10 10 3 5 －
　8．卸売・小売業 54 57 35 36 17
　9．金融・保険業 14 7 6 3 5
　10．不動産業 2 2 2 0 1
　11．飲食・宿泊業 － － － － 2
　12．医療・福祉 － － － － 3
　13．教育・学習支援業 － － － － 1
　14．サービス業 － － － － 8
　（サービス業：平成18年調査まで11・12・13を分類していない） 20 17 14 24 －
　15．公務 － － － － 0
　16．その他 13 7 8 6 4
　17．総合農協（ＪＡ）（平成24年のみ分類） － － － － 7
　　  無回答 0 6 1 4 0
計 151 148 100 118 82
(単位：社)
 さらに、回答企業中 40 社(以後｢前 40 社｣と表示)が、H18 調査、H24 調査のどちらにも回答し
ている。両調査を比較すると、前 40社中 24社は従業員数が減少し、その中の 4社は 100名以上
減少している。従業員数の増加した企業は 9社、その中で 100名以上増加した企業は 4社である。 
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 ３－２. 新入社員教育 


















    0名 2 2.4
    1名－9名 19 23.2
   10名ー49名 22 26.8
   50名ー99名 6 7.3
  100名ー199名 3 3.7
  200名ー499名 9 11.0
  500名ー999名 2 2.4
 1000名以上 3 3.7
    無回答 16 19.5
計 82 100.0
（単位：社）
昭和62年 平成6年 平成10年 平成18年 平成24年
   49名　以下 45 28 19 24 30
   50名  ～　 99名 23 45 23 36 12
  100名  ～　149名 17 3
　150名  ～　199名 8 4
　200名  ～　249名 5 6
　250名  ～　299名 7 2
　300名  ～　349名 1 4
　350名  ～　399名 6 3
　400名  ～　449名 1 3
　450名  ～　499名 3 2
　500名  ～　999名 4 6
 1000名　以上 2 1
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平成18年(社) (%) 平成24年(社) (%)
　1．実施している 107 90.7 80 97.6
　2．実施していない 9 7.6 2 2.4
　　無回答 2 1.7 0 0
（回答企業に対する割合）
 平成18年(社) (%) 平成24年(社) (%)
　1．企業内で教育訓練を行う 39 36.4 31 38.7
　2．企業外の教育訓練を受けさせる 7 6.5 2 2.5
　3．１と２とを共に実施している 61 57.0 45 56.3
　　無回答 0 0 2 2.5
（実施企業に対する割合）
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
　1．１日 8 7.3 9 11.0
　2．２日－　３日 19 17.4 12 14.6
　3．４日－　７日 36 33.0 27 32.9
　4．８日－３０日 20 18.3 18 22.0
　5．１ヶ月以上 26 23.9 15 18.3
　　　無回答 0 0.0 1 1.2
(実施企業に対する割合)
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 　1．会社の歴史・組織・業務内容 77 73 86 91 85.0 70 87.5
　 2．就業規則等コンプライアンス 72 76 87 77 72.0 66 82.5
　 3．ＣＳＲ（企業の社会的責任） ― ― ― 33 30.8 33 41.3
　 4．接遇（電話の応対など）マナー 83 82 87 89 83.2 66 82.5
　 5．文書の作成・取り扱い 31 34 27 18 16.8 22 27.5
　 6．人間関係（チームワーク等） 58 44 49 36 33.6 29 36.3
　 7．情報機器の操作 25 42 26 29 27.1 27 33.8
　 8．事務機器の操作 42 39 31 36 33.6 20 25.0
　 9．創造性の開発 9 14 14 7 6.5 2 2.5
　10．小集団活動 21 20 22 12 11.2 9 11.3
　11．安全・事故防止 32 20 40 31 29.0 40 50.0
　12．自己啓発 32 32 35 18 16.8 18 22.5
　13．ＯＪＴによる仕事の実習 36 43 50 56 52.3 45 56.3
　14．その他 4 5 3 9 8.4 9 11.3
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昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
  1．仕事に対する熱意・意欲がある［やる気がある］ 72 69 66 82 69.5 57 72.2
  2．責任感・誠実さがある（まじめである）［責任感が強い］ 72 76 71 75 63.6 64 81.0
  3．積極的で実行力（行動力）がある - - - - - 26 32.9
  4．コミュニケーション能力がある - - - - - 41 51.9
  5．表現力・プレゼンテーション能力がある - - - - - 5 6.3
  6．協調性・チームで仕事をする能力がある［協調性がある］ 65 76 74 77 65.3 37 46.8
  7．統率力・リーダーシップがある - - - - - 2 2.5
  8．一般知識・教養がある - - - - - 11 13.9
  9．論理的思考ができる - - - - - 3 3.8
 10．創造性が豊かである 14 20 16 22 18.6 1 1.3
 11．新たなアイディアや解決策を見い出す能力がある - - - - - 7 8.9
　　［新しい感覚を持っている］ 12 8 12 24 20.3 - -
 12．判断力がある - - - - - 3 3.8
 13．企画力がある - - - - - 1 1.3
　　［判断力・行動力・企画力がある］ 22 30 30 26 22.0 - -
 14．課題発見力がある（問題点を発見する力がある） - - - - - 5 6.3
 15．専門分野の基礎知識・技術がある - - - - - 2 2.5
 16．専門分野の応用的知識・技術がある - - - - - 2 2.5
　　［専門的技術・能力がある］ 9 6 16 16 13.6 - -
 17．常に新しい知識・能力を身に付けようとする力がある - - - - - 13 16.5
 18．コンピュータの活用能力がある - - - - - 12 15.2
　　［事務機器の操作ができる］ 19 34 33 38 32.2 - -
 19．語学力がある（国際感覚がある） - - - - - 1 1.3
 20．プレシャーの中で力を発揮できる能力がある - - - - - 2 2.5
 21．複数の仕事の順位を考えながら達成する能力がある - - - - - 9 11.4
 22．自己分析・他者理解ができる - - - - - 1 1.3
 23．人柄がよい 52 47 43 59 50.0 19 24.1
 24．礼儀・言葉遣いがよい 73 68 72 92 78.0 33 41.8
 25．接遇がよい 44 47 36 49 41.5 21 26.6
 26．その他 3 1 0 7 5.9 1 1.3
　　 無回答 - - - 0 - 3 -
（複数回答、回答企業に対する割合:[ ]内はS62-H18年当時の設問内容）
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昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
  1．ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務(接遇･文書管理等)の実践力 28 68 77 98 83.1 64 81.0
  2．情報処理力(ＯＡ機器操作を含む) 48 66 69 69 58.5 49 62.0
  3．読み･書き･話す能力 80 79 60 73 61.9 53 67.1
  4．幅広い一般教養 64 61 59 49 41.5 34 43.0
  5．人間関係に関する能力 58 62 49 65 55.1 50 63.3
  6．職業人としての素養 64 51 51 62 52.5 42 53.2
  7．経営管理の基礎理論 3 8 5 11 9.3 2 2.5
  8．簿記･会計の基礎 30 28 28 35 29.7 14 17.7
  9．語学能力（主に英語）［英会話］ 7 6 2 12 10.2 3 3.8
 10．国際的な感覚 4 3 2 13 11.0 0 0.0
 11．創造性開発 24 23 17 24 20.3 9 11.4
 12．心理学の基礎 3 5 0 13 11.0 1 1.3
　　 無回答 - - - 0 － 3 －
（複数回答、回答企業に対する割合）
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
  1．ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務(接遇・文書管理等)の実践力 5 16 16 21 17.8 17 24.6
  2．情報処理力(ＯＡ機器操作を含む) 2 4 9 5 4.2 2 2.9
  3．読み･書き･話す能力 19 18 9 10 8.5 8 11.6
  4．幅広い一般教養 20 17 22 10 8.5 5 7.2
  5．人間関係に関する能力 15 17 14 25 21.2 18 26.1
  6．職業人としての素養 36 24 26 30 25.4 17 24.6
  7．経営管理の基礎理論 1 0 0 0 0.0 0 0.0
  8．簿記･会計の基礎 1 1 1 3 2.5 0 0.0
  9．語学能力（主に英語）［英会話］ 0 0 0 0 0.0 0 0.0
 10．国際的な感覚 0 0 0 0 0.0 0 0.0
 11．創造性開発 1 3 3 3 2.5 1 1.4
 12．心理学の基礎 0 0 0 0 0.0 0 0.0
　　 無回答 - - - 0 - 13 －
(回答企業に対する割合)
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．ワープロが打てる 71 86 84 101 85.6 62 77.5
 2．表計算ソフトが使える - - - 108 91.5 69 86.3
 3．データベースソフトが使える - - - 34 28.8 16 20.0
 4．グラフィックデザイン等のソフトが使える - - - - - 8 10.0
 5．ホームページが作成できる - - 6 8 6.8 3 3.8
　　[ホームページが見れる］ - - 15 - － －
 6．プログラムが組める 3 2 1 6 5.1 1 1.3
 7．ネットワークに関する知識がある - - - - - 9 11.3
 8．情報セキュリティに関する知識を持っている - - - 21 17.8 15 18.8
　　[電子メールのやりとりができる] - - 23 - - － －
　　[コンピュータが操作できる］ 42 46 72 - - － －
 9．ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ以外(ﾌｧｸｼﾐﾘ、複写機等)の事務用機器が扱える 32 36 52 50 42.4 30 37.5
 10.会議等のための視聴覚機材（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ﾌﾟﾚｾﾞﾝ
　　ﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ、DVD機器等）が扱える[ﾋﾞﾃﾞｵ・OHP等] 9 9 13 21 17.8 9 11.3
 11．特に必要ない 13 5 5 1 0.8 5 6.3
 12．その他 0 1 1 4 3.4 1 1.3
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 5．ホームページが作成できる - - 6 8 6.8 3 3.8
　　[ホームページが見れる］ - - 15 - － －
 6．プログラムが組める 3 2 1 6 5.1 1 1.3
 7．ネットワークに関する知識がある - - - - - 9 11.3
 8．情報セキュリティに関する知識を持っている - - - 21 17.8 15 18.8
　　[電子メールのやりとりができる] - - 23 - - － －
　　[コンピュータが操作できる］ 42 46 72 - - － －
 9．ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ以外(ﾌｧｸｼﾐﾘ、複写機等)の事務用機器が扱える 32 36 52 50 42.4 30 37.5
 10.会議等のための視聴覚機材（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ﾌﾟﾚｾﾞﾝ
　　ﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ、DVD機器等）が扱える[ﾋﾞﾃﾞｵ・OHP等] 9 9 13 21 17.8 9 11.3
 11．特に必要ない 13 5 5 1 0.8 5 6.3
 12．その他 0 1 1 4 3.4 1 1.3











導入されている OA機器、ソフトの操作内容について熟知しておくことも必要である。[表 11] 
 






 女性社員を活用する上で｢特に問題はない｣とする企業は、昭和 62年:32%、平成 6年:36%、平
成 10年:45%、平成 18年:58%、平成 24年:54.9%と増えており、回答企業の半数以上はその課題
を挙げていないが、H18調査:40%、H24調査:42.7%の企業が問題意識を持っている。 


















 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．主として専門的分野のスタッフとして活用をはかっている 23 19.5 22 26.8
 2．主に､特定の業務､職種に配置している(例えば､受付､販売等) 41 34.7 20 24.4
 3．主に､補助的分野に配置している 11 9.3 3 3.7
 4．個人の資質・能力に応じた分野に配置している 37 31.4 34 41.5
 5．その他 5 4.2 0 0.0
 6．無回答 1 0.8 3 3.7
（回答企業に対する割合）
－38－
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 前 40社比較では、秘書的業務従事者が｢いる→いない｣変更は 2社、｢いない→いる｣変更は 6
社であり、秘書を設置した 5社は、H18調査時に｢予定なし｣と回答している。 
[表14] 秘書的業務従事者の有無         [表 15] 女性管理職の有無 
 女性管理職については、平成 6年:41%、平成 10年:38%、平成 18年:46.6%、平成 24年:52.5% 
の企業に女性管理職者がおり、平成 24調査では過半数に上っている。[表 15] 
 女性管理職の人数については、H18 調査(49.1%)同様に、１位は１名(58.1%)である。H18 調査
では(1－5名)が 90％に達していたが、H24調査では 76.7％にとどまっている。また、H18調査で
は最多人数は 17名であったが、H24調査では 10名以上 2社(12名、18名)である。[表16] 




 さらに、女性管理者年齢は、H18 調査では、50 歳代(40%)、40 歳代(30.9%)であったが、平成
24調査では、40歳代(37.2%)、30歳代・50歳代(18.6%)であり、世代交代が見受けられる。最年
少は 23歳、最高齢は 65歳である。[表 17] 
 今後の管理職登用については、H24調査でも｢わからない(62.2%)｣がやはり最も多く、H18調査 
(26.2%)よりも登用予定(16.2%)は低い。[表18] 
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．勤続年数が短い 17 36.2 12 34.3
 2．配置転換、転勤が難しい 22 46.8 14 40.0
 3．産休等で中断されることがある 12 25.5 11 31.4
 4．対外的信用が十分得られない 3 6.4 0 0.0
 5．時間的労働、深夜業等を任せにくい 10 21.3 3 8.6
 6．必要とする専門的知識が十分でない 5 10.6 3 8.6
 7．職業意識が十分でない 17 36.2 7 20.0
 8．結婚すると、家事、育児負担のため労働力、意欲が減退する 14 29.8 5 14.3
 9．その他（具体的に） 14 29.8 3 8.6
(「問題有り」と回答した企業に対する割合）
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
　　１人 27 49.1 25 58.1
　　２人 9 16.4 3 7.0
　　３人 6 10.9 4 9.3
　　４人 3 5.5 1 2.3
　　５人 5 9.1 0 0.0
　　６人 0 0.0 3 7.0
　　７人 3 5.5 1 2.3
　　８人 0 0.0 0 0.0
　　９人 1 1.8 1 2.3
　１０人 0 0.0 1 2.3
  １１－２０人 1 1.8 2 4.7
  ２１人以上 0 0.0 0 0.0
   無回答 0 0.0 2 4.7
(｢いる｣と回答した企業に対する割合)
 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．いる 55 46.6 43 52.5
 2．いない 61 51.7 37 45.1
 3．無回答 2 1.7 2 2.4
（回答企業に対する割合）
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
  ２０歳代 1 1.8 2 4.7
  ３０歳代 6 10.9 8 18.6
  ４０歳代 17 30.9 16 37.2
  ５０歳代 22 40.0 8 18.6
  ６０歳代 2 3.6 2 4.7
  無回答 7 12.7 7 16.3
(｢いる｣と回答した企業に対する割合)
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．いる 35 29.7 34 41.5
 2．いない 82 69.5 47 57.3















 前 40社比較では、秘書的業務従事者が｢いる→いない｣変更は 2社、｢いない→いる｣変更は 6
社であり、秘書を設置した 5社は、H18調査時に｢予定なし｣と回答している。 
[表14] 秘書的業務従事者の有無         [表 15] 女性管理職の有無 
 女性管理職については、平成 6年:41%、平成 10年:38%、平成 18年:46.6%、平成 24年:52.5% 
の企業に女性管理職者がおり、平成 24調査では過半数に上っている。[表 15] 
 女性管理職の人数については、H18 調査(49.1%)同様に、１位は１名(58.1%)である。H18 調査
では(1－5名)が 90％に達していたが、H24調査では 76.7％にとどまっている。また、H18調査で
は最多人数は 17名であったが、H24調査では 10名以上 2社(12名、18名)である。[表16] 




 さらに、女性管理者年齢は、H18 調査では、50 歳代(40%)、40 歳代(30.9%)であったが、平成
24調査では、40歳代(37.2%)、30歳代・50歳代(18.6%)であり、世代交代が見受けられる。最年
少は 23歳、最高齢は 65歳である。[表 17] 
 今後の管理職登用については、H24調査でも｢わからない(62.2%)｣がやはり最も多く、H18調査 
(26.2%)よりも登用予定(16.2%)は低い。[表18] 
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．勤続年数が短い 17 36.2 12 34.3
 2．配置転換、転勤が難しい 22 46.8 14 40.0
 3．産休等で中断されることがある 12 25.5 11 31.4
 4．対外的信用が十分得られない 3 6.4 0 0.0
 5．時間的労働、深夜業等を任せにくい 10 21.3 3 8.6
 6．必要とする専門的知識が十分でない 5 10.6 3 8.6
 7．職業意識が十分でない 17 36.2 7 20.0
 8．結婚すると、家事、育児負担のため労働力、意欲が減退する 14 29.8 5 14.3
 9．その他（具体的に） 14 29.8 3 8.6
(「問題有り」と回答した企業に対する割合）
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
　　１人 27 49.1 25 58.1
　　２人 9 16.4 3 7.0
　　３人 6 10.9 4 9.3
　　４人 3 5.5 1 2.3
　　５人 5 9.1 0 0.0
　　６人 0 0.0 3 7.0
　　７人 3 5.5 1 2.3
　　８人 0 0.0 0 0.0
　　９人 1 1.8 1 2.3
　１０人 0 0.0 1 2.3
  １１－２０人 1 1.8 2 4.7
  ２１人以上 0 0.0 0 0.0
   無回答 0 0.0 2 4.7
(｢いる｣と回答した企業に対する割合)
 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．いる 55 46.6 43 52.5
 2．いない 61 51.7 37 45.1
 3．無回答 2 1.7 2 2.4
（回答企業に対する割合）
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
  ２０歳代 1 1.8 2 4.7
  ３０歳代 6 10.9 8 18.6
  ４０歳代 17 30.9 16 37.2
  ５０歳代 22 40.0 8 18.6
  ６０歳代 2 3.6 2 4.7
  無回答 7 12.7 7 16.3
(｢いる｣と回答した企業に対する割合)
平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．いる 35 29.7 34 41.5
 2．いない 82 69.5 47 57.3




 女性管理者について、前 40 社比較では、｢いない→いる｣｢いる→いない｣変更はそれぞれ 8 社
であり、｢予定ありで増加｣は 5社、｢予定なしで増加｣は 1社、減少して今後配置予定があるのは
2社である。 




 ３－５. ＯＡ機器・ソフトの導入状況 




























平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．今後登用する予定である 16 26.2 6 16.2
 2．今後とも予定はない 5 8.2 4 10.8
 3．わからない 37 60.7 23 62.2
 4．無回答 3 4.9 4 10.8
（「いない」と回答した企業に対する割合）
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成24年(社) 平成24年(%) 計画(社)
  1．パーソナルコンピュータ 50 59 89 74 90.2 0
 　[オフィスコンピュータ] 63 62 81 － － －
　 [日本語ワードプロセッサ] 70 67 68 － － －
  2．電子ファイル 3 9 9 21 25.6 6
  3．ファクシミリ 82 75 91 60 73.2 1
  4．複写機（モノクロ） 78 70 91 41 50.0 2
  5．複写機（カラー） 2 13 30 59 72.0 0
  6．印刷機 26 25 55 40 48.8 3
  7．プリンター（複合機） － － － 66 80.5 0
  8．電子黒板 8 10 21 6 7.3 7
  9．電子交換機 19 11 12 10 12.2 4
 10．OHP(ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ) 30 32 51 31 37.8 1
 11．スライド映写機 28 18 26 7 8.5 6
 12．ビデオ機器（DVD等） － － － 54 65.9 1
   [ＶＴＲ(ﾋﾞﾃﾞｵﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ)] 64 57 77 － － －
 13．液晶プロジェクタ － － － 40 48.8 2
 14．タブレット機器 － － － 22 26.8 6
 15．コレーター（丁合機） － － － 3 3.7 3
 16．シュレッダー － － － 66 80.5 1
 17．イントラネット － － 20 40 48.8 1
 18．電子メール － － 45 67 81.7 0
 19．ホームページ － － 41 67 81.7 0
 20．テレビ会議システム － － － 11 13.4 5
 21．自社サーバーシステム － － － 54 65.9 2
 22．その他 3 1 4 0 0.0 0
（複数回答、パーセントは回答企業に対する割合）
平成24年(社) (％)  計画(社)
 1．ワープロソフト（Word／その他） 74 90.2
 2．表計算ソフト（Excel／その他） 73 89.0
 3．ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾌﾄ（Access／FileMaker／その他） 50 61.0 1
 4．ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ （PowerPoint／その他） 64 78.0
 5．ｸﾞﾗﾌｨｯｸ関係ｿﾌﾄ （Photoshop／Illustlator／その他） 37 45.1
 6．ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成ｿﾌﾄ（Dreamweaver/ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾋﾞﾙﾀﾞｰ／その他） 42 51.2
 7．グループウェア（サイボウズ／その他） 35 42.7 1
 8．サーバーソフト（Windows／Unix・Linux／独自／その他） 60 73.2
 9．ＣＡＤ関係ソフト 24 29.3 3
 10．会計専用ソフト 55 67.1
 11．クラウドでのソフト利用 12 14.6 7
 12．その他 3 3.7
（複数回答、パーセントは回答企業に対する割合）
－40－














 ３－６. 採用状況 
 平成 24年 4月に新規学卒者を採用した企業は、回答 82企業中 59社(72%)である。以前の調査






 前 40社比較では、H18･H24調査時ともに採用は 22社で、H18不採用→H24採用は 4社である。 















  性　別 (年度) 大卒以上(%)  短大卒(%)  高専卒(%)  高  卒(%) 各種専門学校卒(%)
 男   (平成18年)  189(55.9)    6(1.8)    2(0.6)   95(28.1)    46(13.6) 338
      (平成24年)  155(49.1)   12(3.8)   10(3.2)   82(25.9)    57(18.0) 316
 女   (平成18年)   76(24.5)   72(23.2)    0(0.0)  146(47.1)    16(5.2) 310
      (平成24年)   68(27.5)   59(23.9)    7(2.8)   95(38.5)    18(7.3) 247
 合計 (平成18年)  265(40.9)   78(12.0)    2(0.3)  241(37.2)    62(9.6) 648
      (平成24年)  223(39.6)   71(12.6)   17(3.0)  177(31.4)    75(13.3) 563
 　　　　　　　　学　　　　　　　　　歴
   計
（１社あたりの採用人数合計）
 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．採用した 70 59.3 59 72.0
 2．採用していない 46 39.0 23 28.0

















 ３－６. 採用状況 
 平成 24年 4月に新規学卒者を採用した企業は、回答 82企業中 59社(72%)である。以前の調査






 前 40社比較では、H18･H24調査時ともに採用は 22社で、H18不採用→H24採用は 4社である。 















  性　別 (年度) 大卒以上(%)  短大卒(%)  高専卒(%)  高  卒(%) 各種専門学校卒(%)
 男   (平成18年)  189(55.9)    6(1.8)    2(0.6)   95(28.1)    46(13.6) 338
      (平成24年)  155(49.1)   12(3.8)   10(3.2)   82(25.9)    57(18.0) 316
 女   (平成18年)   76(24.5)   72(23.2)    0(0.0)  146(47.1)    16(5.2) 310
      (平成24年)   68(27.5)   59(23.9)    7(2.8)   95(38.5)    18(7.3) 247
 合計 (平成18年)  265(40.9)   78(12.0)    2(0.3)  241(37.2)    62(9.6) 648
      (平成24年)  223(39.6)   71(12.6)   17(3.0)  177(31.4)    75(13.3) 563
 　　　　　　　　学　　　　　　　　　歴
   計
（１社あたりの採用人数合計）
 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％)
 1．採用した 70 59.3 59 72.0
 2．採用していない 46 39.0 23 28.0

















[表 23] 短大卒女子採用計画（増やす理由）    [表24] 短大卒女子採用計画（減らす理由） 
 
 
[表 25] 短大卒女子採用計画（採用しない理由）    [表26] 短大卒女子採用計画（未定の理由） 
 









 1．新規業種開拓等の事業展開による 2 4
 2．女性の戦力化を図るため 10 6
 3．女性向きの職種である 2 8
 4．退職者の補充 13 15
 5．年齢層の引き下げを図る 2 1
 6．就労状態がよい 0 2
 7．ある程度の教養がある 4 5
 8．即戦力として対応できる 3 3
 9．高卒に比較すると各種能力が高い 3 4
 10.その他 0 0
（複数回答、単位：件）
平成18年 平成24年
 1．経済状況が悪化したため 3 2
 2．採用した短大生が期待に沿わなかった 1 1
 3．一般常識が不足している 0 0
 4．専門的知識に欠ける 0 0
 5．採用計画の変更 ― 4
 6．その他 0 0
（複数回答、単位：件）
平成18年 平成24年
 1．採用職種が短大卒向きではない 6 4
 2．高卒の方が指導しやすい 2 0
 3．短大卒は勤続年数が短い 0 2
 4．行動力、理解力に欠ける 1 0
 5．景気の見通しがたたない 2 4
 6．退職者が出ない 3 9
 7．現在の要員で十分 19 10
 8．その他 0 2
（複数回答、単位：件）
平成18年 平成24年
 1．今後の社会状況による 36 20
 2．個人の能力、人間性次第 31 20
 3．できれば男子を採用したい 3 3
 4．退職者との関連 35 24
 5．採用者の勤務ぶりを見て判断する 2 1
 6．その他 5 1
（複数回答、単位：件）
－42－
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    [表 27] 採用時に重要視する項目（ 事業所：n=82／ 1年生：n=59／ 2年生：n=45 ） 
 



















事業所 事業所(%) 1年生 1年生(%) 2年生 2年生(%)
 1.基礎知識・一般教養 28 37.3 31 52.5 23 51.1
 2.専門知識・技術 4 5.3 9 15.3 4 8.9
 3.職務能力の適性 26 34.7 19 32.2 15 33.3
 4.人物評価（積極性・協調性等） 58 77.3 51 86.4 38 84.4
 5.課外活動経験（サークル・ボランティア・アルバイト等） 2 2.7 5 8.5 7 15.6
 6.キャリア・学歴 0 0.0 1 1.7 3 6.7
 7.コミュニケーション能力 28 37.3 - - - -
 8.その他 2 2.7 0 0 0 0
　 無回答 7 - 0 - 0 -
(単位：社/名　各回答数に対する割合）
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年 (％) 平成24年 (％)
  1．企業の発展性より安定性を重視する 20 20 22 35 29.7 36 46.8
  2．理性よりも感性でものごとを考える 19 14 29 30 25.4 8 10.4
  3．趣味、スポーツなど遊び心を大切にする 34 47 35 26 22.0 8 10.4
  4．いつまでも大人になりたくないﾓﾗﾄﾘｱﾑ傾向が強い 3 4 15 23 19.5 7 9.1
  5．指示待ち型であるが、従順である 21 26 55 52 44.1 40 51.9
  6．物の好み等が個性的である 31 21 21 32 27.1 9 11.7
  7．将来のための努力より毎日の生活を楽しむ 19 21 41 37 31.4 18 23.4
  8．内面的なものより表面的な明るさを好む 9 14 18 15 12.7 6 7.8
  9．多様な価値観を持っている 48 49 30 31 26.3 28 36.4
 10．好きな事は一生懸命やる 25 31 29 46 39.0 26 33.8
 11．その他 0 1 1 7 5.9 2 2.6




    [表 27] 採用時に重要視する項目（ 事業所：n=82／ 1年生：n=59／ 2年生：n=45 ） 
 



















事業所 事業所(%) 1年生 1年生(%) 2年生 2年生(%)
 1.基礎知識・一般教養 28 37.3 31 52.5 23 51.1
 2.専門知識・技術 4 5.3 9 15.3 4 8.9
 3.職務能力の適性 26 34.7 19 32.2 15 33.3
 4.人物評価（積極性・協調性等） 58 77.3 51 86.4 38 84.4
 5.課外活動経験（サークル・ボランティア・アルバイト等） 2 2.7 5 8.5 7 15.6
 6.キャリア・学歴 0 0.0 1 1.7 3 6.7
 7.コミュニケーション能力 28 37.3 - - - -
 8.その他 2 2.7 0 0 0 0
　 無回答 7 - 0 - 0 -
(単位：社/名　各回答数に対する割合）
昭和62年(%) 平成6年(%) 平成10年(%) 平成18年 (％) 平成24年 (％)
  1．企業の発展性より安定性を重視する 20 20 22 35 29.7 36 46.8
  2．理性よりも感性でものごとを考える 19 14 29 30 25.4 8 10.4
  3．趣味、スポーツなど遊び心を大切にする 34 47 35 26 22.0 8 10.4
  4．いつまでも大人になりたくないﾓﾗﾄﾘｱﾑ傾向が強い 3 4 15 23 19.5 7 9.1
  5．指示待ち型であるが、従順である 21 26 55 52 44.1 40 51.9
  6．物の好み等が個性的である 31 21 21 32 27.1 9 11.7
  7．将来のための努力より毎日の生活を楽しむ 19 21 41 37 31.4 18 23.4
  8．内面的なものより表面的な明るさを好む 9 14 18 15 12.7 6 7.8
  9．多様な価値観を持っている 48 49 30 31 26.3 28 36.4
 10．好きな事は一生懸命やる 25 31 29 46 39.0 26 33.8
 11．その他 0 1 1 7 5.9 2 2.6










 ３－８. 今後の本学の教育(ビジネス系)に期待するもの 
 今後の短大女子(ビジネス系)教育に期待することについて、｢社会人基礎力｣｢専門的技能｣｢そ
の他｣に分類して尋ねている。(｢表 27採用時重視する項目｣同様に、在学生との比較を示す。)
[表 29] 身につけるべき資質・能力（社会人基礎力）       （ 1年生：n=59／ 2年生：n=45 ） 





平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％) 1年生 （％） 2年生 （％）
  1．主体性 － - - 36 45.0 56 94.9 30 66.7
  2．実行力 30 33 28.0 42 52.5 54 91.5 35 77.8
  3．規律性 － - - 34 42.5 12 20.3 12 26.7
  4．柔軟性 － - - 35 43.8 22 37.3 28 62.2
  5．自主性 37 46 39.0 41 51.3 - - - -
  6．働きかけ力 － - - 2 2.5 13 22.0 14 31.1
  7．状況把握力 － - - 20 25.0 29 49.2 19 42.2
  8．課題発見力 － - - 9 11.3 19 32.2 10 22.2
  9．計画力 － - - 14 17.5 16 27.1 12 26.7
 10．創造性[創造力] 22 19 16.1 11 13.8 44 74.6 14 31.1
 11．発信力 － - - 7 8.8 7 11.9 2 4.4
 12．傾聴力 － - - 16 20.0 4 6.8 32 71.1
 13．ストレスコントロール力 － - - 27 33.8 7 11.9 9 20.0
 14．その他 1 2 1.7 3 3.8 1 1.7 0 0
　　[自分の考えをしっかり話せる能力] 49 59 50.0 - - - - - -
　　 無回答 0 0 － 2 - 0 - 0 -
（複数回答、回答企業に対する割合）
平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％) 1年生 （％） 2年生 （％）
  1．接遇マナー 57 75 63.6 65 82.3 53 89.8 42 93.3
  2．ワープロ操作 58 79 66.9 44 55.7 49 83.1 39 86.7
  3．表計算ソフトの利用 38 92 78.0 53 67.1 32 54.2 37 82.2
  4．データベースの利用 9 21 17.8 7 8.9 14 23.7 20 44.4
  5．ｸﾞﾗﾌｨｯｸ・ﾃﾞｻﾞｲﾝの知識・スキル - - - 3 3.8 - - - -
  6．インターネットの利用 8 24 20.3 9 11.4 15 25.4 16 35.6
  7．電子メールの利用 12 21 17.8 6 7.6 19 32.2 9 20.0
  8．IT関連機器の操作能力 42 18 15.3 14 17.7 17 28.8 5 11.1
  9．ホームページ制作の知識 - - - 1 1.3 11 18.6 8 17.8
 10．情報セキュリティに関する知識 - 8 6.8 13 16.5 14 23.7 2 4.4
 11．ネットワークの知識 - - - 2 2.5 - - - -
 12．簿記会計 20 24 20.3 12 15.2 30 50.9 23 51.1
 13．希望職種についての専門知識 17 20 16.9 13 16.5 22 37.3 20 44.4
 14．専門的技能は、入社後の教育で十分である 12 13 11.0 18 22.8 - - - -
 15．その他 0 1 0.8 1 1.3 - - 0 0
　　 無回答 0 0 － 3 - 0 - 0 -
（複数回答、回答企業に対する割合）
－44－
南 九 州 地 域 科 学 研 究 所　所 報　第 29 号（2013）   
(74.6%)｣が続いている。2年生では、｢実行力(77.8%)｣｢傾聴力(71.1%)｣｢主体性(66.7%)｣｢柔軟性



















平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％) 1年生 （％） 2年生 （％）
  1．職業観の育成 39 44 37.3 20 25.6 29 49.2 4 8.9
  2．コミュニケーション能力 35 72 61.0 55 70.5 54 91.6 40 88.9
  3．チャレンジ精神 39 26 22.0 30 38.5 28 47.5 25 55.6
  4．応用力 25 26 22.0 12 15.4 25 42.4 15 33.3
  5．忍耐力 22 39 33.1 21 26.9 27 45.8 20 44.4
  6．人間性 46 60 50.8 34 43.6 28 47.5 28 62.2
  7．身だしなみや言葉遣い[言葉遣い] 43 75 63.6 37 47.4 28 47.5 23 51.1
  8．細やかな気配りや思いやり[情操教育] 45 63 53.4 42 53.8 19 32.2 26 57.8
  9．一般常識や基礎学力 - - - 16 20.5 - - - -
　 [一般常識] 58 74 62.7 - - 26 44.1 21 46.7
　 [基礎学力] 16 27 22.9 - - - - - -
 10．一般的なマナー 66 87 73.7 29 37.2 - - - -
 11．基礎的な国語力（文章表現力） 22 30 25.4 8 10.3 3 5.1 1 2.2
 12．英会話等語学力 1 2 1.7 1 1.3 1 1.7 1 2.2
 13．時事（ニュース）の理解力
      [毎日のニュースを理解する力] 31 40 33.9 2 2.6 15 25.4 7 15.6
   [時事政治経済についての理解力] 7 2 1.7 - - - - - -
 14．経済・会計に関する知識[経済社会知識] 5 6 5.1 0 0.0 5 8.5 5 11.1
 15．幅広い教養 25 20 16.9 2 2.6 - - - -
 16．リスクマネジメント - - - 1 1.3 0 0 0 0
 17．コンプライアンス - - - 5 6.4 0 0 0 0
 18．サークル活動参加 - 4 3.4 0 0.0 0 0 0 0
 19．ボランティア活動 - 6 5.1 3 3.8 3 5.1 2 4.4
 20．その他 - 1 0.8 0 0.0 0 0 0 0
　[専門領域を持つ] 10 11 9.3 - - - - - -
























平成10年(%) 平成18年(社) (％) 平成24年(社) (％) 1年生 （％） 2年生 （％）
  1．職業観の育成 39 44 37.3 20 25.6 29 49.2 4 8.9
  2．コミュニケーション能力 35 72 61.0 55 70.5 54 91.6 40 88.9
  3．チャレンジ精神 39 26 22.0 30 38.5 28 47.5 25 55.6
  4．応用力 25 26 22.0 12 15.4 25 42.4 15 33.3
  5．忍耐力 22 39 33.1 21 26.9 27 45.8 20 44.4
  6．人間性 46 60 50.8 34 43.6 28 47.5 28 62.2
  7．身だしなみや言葉遣い[言葉遣い] 43 75 63.6 37 47.4 28 47.5 23 51.1
  8．細やかな気配りや思いやり[情操教育] 45 63 53.4 42 53.8 19 32.2 26 57.8
  9．一般常識や基礎学力 - - - 16 20.5 - - - -
　 [一般常識] 58 74 62.7 - - 26 44.1 21 46.7
　 [基礎学力] 16 27 22.9 - - - - - -
 10．一般的なマナー 66 87 73.7 29 37.2 - - - -
 11．基礎的な国語力（文章表現力） 22 30 25.4 8 10.3 3 5.1 1 2.2
 12．英会話等語学力 1 2 1.7 1 1.3 1 1.7 1 2.2
 13．時事（ニュース）の理解力
      [毎日のニュースを理解する力] 31 40 33.9 2 2.6 15 25.4 7 15.6
   [時事政治経済についての理解力] 7 2 1.7 - - - - - -
 14．経済・会計に関する知識[経済社会知識] 5 6 5.1 0 0.0 5 8.5 5 11.1
 15．幅広い教養 25 20 16.9 2 2.6 - - - -
 16．リスクマネジメント - - - 1 1.3 0 0 0 0
 17．コンプライアンス - - - 5 6.4 0 0 0 0
 18．サークル活動参加 - 4 3.4 0 0.0 0 0 0 0
 19．ボランティア活動 - 6 5.1 3 3.8 3 5.1 2 4.4
 20．その他 - 1 0.8 0 0.0 0 0 0 0
　[専門領域を持つ] 10 11 9.3 - - - - - -











 回答企業(64社)のうち 35社に、現在１名以上の卒業生が勤務している。その中で、卒業生 10
名以上が勤務している企業は 8社であり、その業種は、卸売･小売業、金融･保険業、医療･福祉、
総合農協(JA)である。H24調査での最多 37名の企業は卸売・小売業である。[表 32] 
（２）過去 5年間の本学卒業生・全体の採用者実績 
 回答企業における過去 5年間(平成 20年度～平成 24年度)の  [表 32] 本学出身者（現在） 
本学卒業生採用実績では、5名以上採用した企業は、平成 23 
年度 1社(医療･福祉)で、6名採用であった。[表 33]  
















０名 １名 ２名 ３名 ４名 ５名以上
①平成20年度 37 13 2 0 0 0
②平成21年度 44 5 2 0 0 0
③平成22年度 44 8 0 1 0 0
④平成23年度 42 7 2 0 2 1
⑤平成24年度 41 9 4 1 1 0







 5.学校で履修した内容が当社に合致しているから 2 (4.9%)
 6.仕事に対して意欲的であるから 19(46.3%)
 7.コミュニケーション能力や人間的に魅力を感じる点が多いから 17(41.5%)
 8.大学の教育内容を信頼しているから 2 (4.9%)
 9.その他 3 (7.3%)
（複数回答、回答企業に対する割合）
平成24年
 1.今後も積極的に求人・採用をしていきたい 5 (6.1%)
 2.他大学と同じように求人・採用を考えていく 36(43.9%)
 3.求人・採用をしていく予定はない 2 (2.4%)
 4.採用は個人本位であり、何ともいえない 21(25.6%)
 5.その他 5 (6.1%)
   無回答 13(15.9%)
（複数回答、回答企業に対する割合）
平成24年
 1.大変熱心だと思う 14 (17.1%)
 2.どちらかといえば熱心だと思う 14 (17.1%)
 3.熱心であるとはあまり思えない 1  (1.2%)
 4.熱心であるとはまったく思えない 0  (0.0%)
 5.どちらともいえない 22 (26.8%)
 6.本学の求人・就職支援活動を知らない 21 (25.6%)
 7.その他 2  (2.4%)



















 無回答 18 22.0
 合　計 82 100
(単位：社)
－46－
















































































②｢新卒採用(2012 年 4 月入社対象)に関するアンケート調査｣(社団法人日本経済団体連合会) 2)
における｢企業が選考にあたって重視した点｣では、｢コミュニケーション能力｣｢主体性｣｢チャレ
ンジ精神｣｢協調性｣｢誠実性｣｢潜在的可能性｣が上位に挙がっている。前述の①調査や本学学生に
不足していると指摘された｢職業観･就労意識｣は 10位でありその割合は低くなっている。[表 37] 

































 1.主体性(4.6P)  1.コミュニケーション能力(82.6%)
 2.コミュニケーション能力(4.5P)  2.主体性(60.3%)
 2.実行力(4.5P)  3.チャレンジ精神(54.5%)
 4.チームワーク・協調性(4.4P)  4.協調性(49.8%)
 5.問題解決能力(4.3P)  5.誠実性(34.2%)
 6.倫理観(4.2P)  6.潜在的可能性(ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ)(25.9%)
 7.社会性(4.1P)  7.倫理性(25.4%)
 7.論理思考力(4.1P)  8.責任感(24.8%)












































人柄(明るさ･素直さ等) 20.0 22.6 3.5 3.8 16.5 20.0
独創性 0.9 2.9 5.5 7.6 2.8 4.4
語学力(TOEIC･日本語力など) 0.5 1.3 0.4 16.5 3.0 3.1
業界に関する専門知識 0.4 3.3 1.0 11.8 8.3 1.0
主体性 13.3 8.0 20.4 5.6 2.3 5.2
課題発見力 2.8 5.1 5.5 3.6 1.6 4.6
粘り強さ 7.1 7.8 15.3 3.0 0.8 16.8
チームワーク力 7.6 11.1 4.5 2.3 2.4 12.8
論理的思考力 4.2 4.2 4.8 6.1 6.0 5.8
簿記 0.1 0.2 0.1 10.2 2.8 1.9
PCスキル 1.8 0.7 0.2 5.7 6.5 4.4
ビジネスマナー 2.2 3.8 3.8 6.2 24.7 1.7
一般常識 11.7 5.6 11.0 5.8 0.1 4.8
一般教養 3.6 1.2 3.5 3.1 5.3 3.3
コミュニケーション力 23.1 21.6 19.0 8.0 6.8 9.6
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